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はじめに 

 特定商取引に関する法律（昭和51年法律第57号。以下「特定商取引法」という。）

は、昭和51年の制定当初から、社会経済情勢の変化やそれに伴う消費者トラブルの

変質に応じて累次にわたり改正が行われてきた。 

 近年では平成20年に大幅な改正が行われており、平成20年改正では、指定商品・

指定役務制の廃止、訪問販売におけるいわゆる過量販売解除権及び再勧誘規制の導

入、電子メール広告規制の強化等が行われた。 

 平成 20 年改正法は附則第８条において、改正法施行後５年経過時の検討につい

て規定しているところ、施行後５年経過に先立ち、消費者庁と経済産業省は、特定

商取引法関連の消費者被害の実態把握等を行うため、有識者により構成される「特

商法関連被害の実態把握等に係る検討会」を開催した。同検討会の報告書は平成26

年８月に公表され、同検討会で出された意見も踏まえ、課題の更なる精査を行った

上で、その後の検討に向けた準備を進めていくこととされた。 

 以上を背景として、平成 27 年１月、内閣総理大臣から消費者委員会に対して、

「特定商取引に関する法律の施行状況を踏まえた購入者等の利益の保護及び特定商

取引の適正化を図るための規律の在り方」について諮問が行われ、これを受けて消

費者委員会に設置された特定商取引法専門調査会において、調査審議が開始された。 

 特定商取引法は幅広い取引分野を規律しており、また、購入者等の利益の保護及

び特定商取引の適正を図るために検討すべき事項は多岐にわたるが、本専門調査会

においては、同年３月以降８月までの間に、喫緊の課題である現下の消費者トラブ

ルに対応するため、特定商取引法が規律する取引分野における諸課題に関し、法改

正による対応が必要な事項を中心に、見直しの要望が強いもの、消費者被害の大き

いもの、緊急な対応が必要なものを優先的に取り上げ、計11回の会議を開催し、消

費者庁の協力の下、特定商取引に関する消費生活相談や法の執行状況、関係事業者

や関係省庁の意見等も踏まえながら、調査審議を行い、それまでの審議状況を同年

８月に「中間整理」として公表した。 

 また、同年10月以降は、同年９月に実施された中間整理に関する集中的な意見受

付で提出された意見を踏まえながら、議論の成熟度が十分でない論点や見直しの方

向性が委員間で一致していない論点などを重点的に取り上げて調査審議を行ってき

た。 

 こうした調査審議を踏まえ、今般、特定商取引法の施行状況を踏まえた購入者等

の利益の保護及び特定商取引の適正化を図るための規律の在り方について、以下の

とおり報告書を取りまとめる。 
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第１ 消費者トラブルの現状等 
１．消費者相談の状況等 
（１）全体的な状況 
平成 27 年版消費者白書「平成 26 年度消費者政策の実施の状況」（平成 27 年

６月 19 日閣議決定）（以下「消費者白書」という。）によると、平成 26 年度の

消費生活相談の状況において、特定商取引関係の相談件数1は約 52 万件となっ

ており、消費生活相談全体の55％を占めている。 

特定商取引関係の相談件数の内訳を見ると、訪問販売が約8.8万件で9.3％、

通信販売が約 31.7 万件で 33.6％（インターネット通販2が 24.9%、インターネ

ット通販以外の通信販売が 8.7％）、電話勧誘販売が約 9.0 万件で 9.5％、マル

チ取引（連鎖販売取引）が約1.2万件で1.2％、訪問購入が約0.8万件で0.8％

等となっている。 

上記の分野別の相談件数を65歳未満、65歳以上の相談に区分けして見ると、

65歳以上においては、訪問販売及び電話勧誘販売の占める割合が全体と比べて

高くなっている一方、インターネットを利用した通信販売の割合が低くなって

いる。 

長期的な推移で見ると、ここ数年は、通信販売や電話勧誘販売に関する相談

が増加傾向となっている。なお、2000 年代前半において通信販売に関する相談

件数が急増しているが、これは架空請求の増加に伴い、通信販売における架空

請求も増加したことによるものである。

                                                   
1 特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 
2 インターネット通販のうち68.3％は、アダルト情報サイト・占いサイト・出会い系サイ

ト・オンラインゲーム等のデジタルコンテンツである。 
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○販売購入形態別相談割合の推移 

 

出典：消費者白書 116頁 図表3-1-15 
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○特定商取引法関連の相談状況 

 

 

出典：消費者白書 122頁 図表3-1-23 

 

 

（２）横断的な事項に関する消費者相談の状況等 
  ア．「権利」に関する取引の状況 

平成20年改正において商品及び役務に関する政令指定制が廃止され、現在、  

訪問販売、通信販売、電話勧誘販売（以下「訪問販売等」という。）に係る規

制は「商品の販売」、「役務の提供」及び「指定権利の販売」に対して及ぶこと

とされている。近年、未公開株や社債、二酸化炭素排出権等の取引について、

特定商取引法の規律を潜脱するために、当該取引が政令で指定されていない

権利の取引であり特定商取引法の規律対象ではないという主張が行われ、問

題となっている。 

 

  イ．「勧誘」に関する消費者相談の状況等 

訪問販売においては、平成20年改正によって勧誘に関する規制が強化され、 

勧誘応諾意思確認の努力義務が規定されるとともに、再勧誘の禁止が規定さ
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れた（電話勧誘販売においては、平成８年改正により再勧誘の禁止が規定され

ている。）。 

PIO-NET（パイオネット：全国消費生活情報ネットワーク・システム）に登

録された相談情報を見ると、訪問販売、電話勧誘販売とも、消費者が勧誘を明

確に断る意思表示をしているにもかかわらず、勧誘行為を継続するような「再

勧誘」に該当する可能性のある事例が存在する一方、意思に反した勧誘であっ

ても明確に断る意思表示をせず又はできずに勧誘を受けている事例も存在し

ている。 

 

  ウ．クレジット・金銭借入・預金引出しを勧める行為等に関する相談状況等 

近年、契約締結に際し、事業者が消費者に借金を勧める行為や借金を強要す

る行為、金融機関に同行し預貯金を下ろさせる行為等に関する相談件数が増

加傾向にある。特に訪問販売、連鎖販売取引及び業務提供誘引販売において相

談件数が多くなっている。 

 

○契約に関する支払いのため、サラ金等の貸金業者から借金をさせたり、クレジッ

ト契約を組ませる行為（クレ・サラ強要商法）に関する苦情相談件数

 

 

出典：第９回特定商取引法専門調査会 資料２ ６頁 
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※ 「連鎖販売取引」は、「マルチ・マルチまがい」に関する苦情相談。「特定継続的役務提供」は、「エステティックサー

ビス」「外国語・会話教室」「家庭教師」「学習塾」「パソコン・ワープロ教室」「結婚相手紹介サービス」に関する苦

情相談。「業務提供誘引販売取引」は、「内職・副業」「モニター商法」に関する苦情相談。  

※ PIO‐NETに登録された内容は、特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 

（注）2015年5月31日までにPIO‐NETに登録された苦情相談件数。 
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（３）個別取引分野に関する消費者相談の状況等 
  ア．訪問販売に関する消費者相談の状況等 

  （ア）アポイントメント・セールスに関する相談 

    アポイントメント・セールスは、①契約締結について勧誘目的であること

を告げずに来訪を要請した場合、又は、②他の者と比べて著しく有利な条件

で契約締結ができる旨を告げて来訪を要請した場合に成立することとされ

ており、①②のいずれについても来訪を要請する方法は政令で指定されてい

る。近年、現在政令に定められている方法で営業所等へ来訪させた後、勧誘

のためであることを告げずに営業所等で次回の来訪を取り付けて消費者を

いったん帰宅させ、次に来訪した際に商品等を勧誘するケースが生じており、

特定商取引法の適用が困難な事例として問題となっている。また、SNS、電子

広告等、現在政令で指定されている媒体以外の媒体による来訪要請から消費

者トラブルが発生する事例が近年増加している。 

 

○政令指定外の媒体による勧誘のためであることを告げない来訪要請に関する苦情

相談件数 

 

 

出典：第７回特定商取引法専門調査会 資料２ ７頁 
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（注１）出典：平成26年度消費者庁委託調査 特定商取引にかかる被害実態の分析調査および条例調査（三菱UFJリサーチ＆コン

サルティング株式会社） 

（注２）「平成26年度消費者庁委託調査 特定商取引にかかる被害実態の分析調査および条例調査（三菱UFJリサーチ＆コンサル

ティング株式会社）」で抽出した「政令指定外の媒体による勧誘目的隠匿来訪要請に関する相談」より、消費者庁が独自に

件数を抽出。特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 
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  イ．通信販売に関する消費者相談の状況等 

  （ア）ファクシミリ広告に関する相談 

平成 20 年改正においては電子メール広告に関する規制の強化が行われた

が、インターネット回線等を利用した大量一斉送信を可能とする技術の発

達・普及及び通信費の大幅な低下等を背景に、ファクシミリを利用した広告

に関する相談についても、近年増加傾向にある。 

 

○通信販売のファクシミリ広告に関する苦情相談件数 

 

 

出典：第９回特定商取引法専門調査会 資料１ 13頁 
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（注）2015年3月31日までの受付、2015年6月20日までにPIO-NETに登録された相談情報のうち、「他の広告

媒体」に関する相談の「相談概要」等に、「FAX、Fax、fax、ファックス、ファクス、ファクシミリ」の文

字列を含んだ相談事例を対象に、消費者庁で独自に事例を抽出･集計した件数。 

※ PIO‐NETに登録された内容は、特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 
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  （イ）虚偽・誇大広告に関する相談 

近年の市場規模の拡大に伴い、通信販売における苦情件数が増加してきて

おり、特にインターネット通販において苦情件数の増加が著しくなっている。

通信販売における「誇大広告」に関する相談は年間1,000件程度で推移して

いるが、このうち４割程度が解約に関する相談（PIO-NET への相談情報登録

の際、キーワードとして「解約」、「クーリングオフ」が付された相談）を含

むものとなっている。 

 

○通信販売の「誇大広告」に関する商品・サービス別苦情相談件数 

 

 

出典：第７回特定商取引法専門調査会 資料１ 15頁 
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（注１）特商法第１２条の対象となるような虚偽・誇大広告に関する相談を網羅的に把握したものではない。 

（注２）誇大広告に関する苦情相談とは、実際以上に良いように見せかけた広告に関する苦情相談。 

（注３）解約に関する苦情相談については、内容等キーワードとして「解約」「クーリングオフ」がふられた相談を

抽出している。 

（注４）2015年5月31日までにPIO‐NETに登録された苦情相談件数。「通信販売」、「インターネット通販」につ

いて、架空請求に関する苦情相談を除いている。 

※ PIO‐NETに登録された内容は、特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 
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  ウ．電話勧誘販売に関する消費者相談の状況等 

平成 20 年改正により、訪問販売についてはいわゆる過量販売解除権が導 

入され、その結果、過量販売に関する相談件数は低下傾向にある。一方、近

年、電話勧誘販売において過量販売に関する相談件数が増加傾向にあり、特

に高齢者を中心に被害が出ている。 

 

○電話勧誘販売における「過量販売」に関する苦情相談件数  

 

 

出典：第９回特定商取引法専門調査会 資料１ 19頁 
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（注１）「過量販売」とは，商品に限らず、過量な役務についても付与される。どの程度が過量かの取り 

   決めはないため、相談者またはセンターの過量感で付与されるキーワード。 

（注２）訪問販売における過量販売解除は，2009（平成21）年12月から施行。 

※ 2015年5月31日までにPIO‐NETに登録された苦情相談件数。 

※ PIO‐NETに登録された内容は、特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 



 

10 
 

（参考）訪問販売における「過量販売」に関する相談件数 

 

 

出典：第９回特定商取引法専門調査会 資料１ 21頁 
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（注１）「過量販売」とは，商品に限らず，過量な役務についても付与される。どの程度が 

   過量かの取り決めはないため，相談者またはセンターの過量感で付与されるキーワード。 

（注２）訪問販売における過量販売解除は，2009（平成21）年12月から施行。 

※ 2015年5月31日までにPIO‐NETに登録された苦情相談件数。 

※ PIO‐NETに登録された内容は、特定商取引法の適用除外である商品・役務等に関する相談も含まれる。 
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エ．特定継続的役務提供に関する消費者相談の状況等 

特定商取引法においては、有償で一定期間以上の期間にわたり継続的に提  

供される役務であって、①消費者の心身又は身上に関する目的の実現をもっ

て誘引が行われるもの、②役務の性質上目的が実現するかどうかが確実でな

いもの、のいずれの要件にも該当するものとして政令で定めるものを特定継

続的役務と位置付けており、対象となる役務は政令で指定されている。 

近年、現在、政令で指定されていない美容医療に関する相談件数が増加傾

向にあり、特に契約内容や解約に関する相談が増えてきている。 

 

○美容医療サービスに関する消費者相談の件数 

   

 

出典：第３回特定商取引法専門調査会 資料２ ７頁 

 

オ．訪問購入に関する消費者相談の状況等 

訪問購入に関する特定商取引法における規律は平成 24 年改正で設けられ

たものであり、改正法施行後３年程度が経過しようとしている。具体的な相

談件数自体は少ないものの、近年、例えば、事業者がいわゆる金券やプリペ

イドカード等で代金の支払いを行い、「売買」ではなく「交換」であることか

ら特定商取引法の訪問購入に関する規律を受けないと主張する事例が出て

きており、問題となっている。 
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（注）PIO-NETの消費生活相談情報（2015年3月31日までの登録分）。 
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２．法の執行等に関する状況 
（１）行政処分に関する状況 
   特定商取引法の行政処分（指示、業務停止命令）は国及び都道府県において

行われており、国、都道府県のいずれにおいても積極的に行政処分が行われて

いる。 

 

○特定商取引法に基づく処分件数の推移 

 

出典：第５回特定商取引法専門調査会 資料１－１ ３頁 

 

   近年、事業者の手口の複雑化・巧妙化、被害者の高齢化等により、違反認定

を行うための証拠の確保が困難となってきている。また、行政処分に至っても、

事業者が別の法人格で同種の事業を行うような事案が目立ってきている。 

 

○社名を変えて繰り返し特商法違反行為をしていた事業者に対して、行政処分が行

われた事案数 

年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 

国 ２ １ １ ３ ２ ２ 

都道府県 ２ ４ ６ ３ 14 ６ 

 

出典：第５回特定商取引法専門調査会 資料１－１ ５頁 
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（２）刑事処分に関する状況 
   平成26年の特定商取引等事犯における検挙事件数は173件、検挙人員は330

人、検挙法人は30法人となっており、下記の表のとおり推移している。被害額

が高額となる事件も引き続き発生している。 

 

○特定商取引等事犯の検挙状況の推移（平成16～26年） 

　　　　　　　            年次
区分

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

検挙事件数（事件） 75 124 138 112 142 152 193 161 124 172 173

検挙人員 229 330 385 299 279 371 430 314 259 418 330

検挙法人 11 27 32 34 28 31 21 25 11 34 30

 

○特定商取引等事犯の取引類型別検挙状況（平成26年） 

類型 
検挙 

事件数 

検挙 

人員 

 
検挙 

法人数 

被害 

人員 
被害額 うち 

逮捕 

訪問販売 149 241 132 23 32,423 23億 6,124万円 

通信販売 0 0 0 0 0 0 

電話勧誘販売 13 60 56 4 6,944 9億 7,090万円 

連鎖販売取引 2 16 13 0 479 2億 4,225万円 

特定継続的役務提供 1 1 1 0 31 1,687万円 

業務提供誘引販売取引 0 0 0 0 0 0 

訪問購入 8 12 1 3 941 1,827万円 

合計 173 330 203 30 40,818 36億,954万円 

 

出典：第５回特定商取引法専門調査会 資料１－１ ４頁 

 

  

（注）特定商取引等事犯とは、「訪問販売、電話勧誘販売等で不実を告知するなどして商品の販売や役務の提供を行う悪質商法。具

体的には、特定商取引法違反及び特定商取引に関連する詐欺、恐喝等に係る事犯をいう。」とされる。 

 ※ 出典：警察白書、平成26年中における生活経済事犯の検挙状況等について 
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第２ 見直しの基本的な視点 
 

 以上を基本とする特定商取引を取り巻く環境に関する現状認識を基に、本専門調

査会においては、主に平成20年改正の効果を検証しつつ、特定商取引法における規

律の在り方について調査審議を行ってきた。なお、調査審議するに当たって、それ

らを基礎付けるPIO-NET情報についても議論が行われた。 

 本専門調査会における調査審議を整理すると、概ね以下の観点から行われたもの

と位置付けることができる。 

 ① 高齢化の進展を始めとする社会経済情勢の変化への対応 

 ② 特定商取引の複雑化・多様化への対応 

 ③ 悪質事業者の手口の巧妙化・複雑化への対応 

 以下においては、上記の観点から本専門調査会において調査審議を行った結果、

委員間で意見が一致した点を中心に、今般の見直しにおいて措置すべき具体的な事

項について説明を行う。 

 

 

第３ 措置すべき具体的な事項 
１．分野横断的な事項 
（１）法の規制対象の拡大（「権利」の取扱い） 
 ［基本的な考え方］ 

   現在、「権利の販売」として問題となっている取引については、すでに「商品

の販売」又は「役務の提供」として規制対象となっている取引と同様、他の法

律によって十分な消費者保護が図られるもの等、適用除外とすることが適当な

ものを除いて、それが訪問販売等によって行われた場合には原則として特定商

取引法の訪問販売等における規律を及ぼすべきである。 

   規制の後追いを防ぐという観点から、当専門調査会においては現在の指定権

利制の見直しをするべきという点について一定の合意が得られた。政府におい

ては、このような当専門調査会の議論を踏まえつつ、さらに法制的・法技術的

な観点から検討・整理を行い、必要な措置を講じるべきである。 

 ［具体的な事項］ 

   現在、「権利の販売」として問題となっている取引を具体的に見てみると、実

質的には、特定商取引法上、「商品の販売」又は「役務の提供」に該当すると評

価すべきものも多数存在している。したがって、「商品の販売」、「役務の提供」

及び「権利の販売」という概念について整理を行い、その位置付けを明確化さ

せつつ、指定権利制を見直し、規制の後追いという問題が解消されるよう、さ

らに法制的・法技術的な観点から検討・整理を行い、必要な措置が講じられる

べきである。 



 

15 
 

   なお、従来、「両替」は「売買」に当たらないため、特定商取引法における「商

品の販売」に該当しないと解されてきた外国通貨の両替については、解釈を見

直し「商品の販売」と同様に扱うことを基本として、特定商取引法の規制対象

とするべきである。 

 

 

（２）勧誘に関する対策 
 ［基本的な考え方］ 

当専門調査会における調査審議の結果、当専門調査会においては、訪問販売

及び電話勧誘販売における勧誘に関して現時点において対策を行うべき点と

して、法執行の強化、自主規制の強化、相談体制等の強化・充実、情報共有・

連携の促進、高齢者被害対策の強化、消費者教育の推進の各点について委員間

で意見の一致をみた。 

また、 現下の喫緊の課題である悪質な事業者による高齢者被害に対応する

ためには、上記の各点を確実に実施するとともに、本報告書において別途盛り

込まれている電話勧誘販売における過量販売解除権の導入、行政処分の効力の

強化、報告徴収・立入検査等の強化、違反事業者に対する罰則の引上げ等の措

置を併せて実施し、悪質事業者に対する十分な抑止力を確保することが重要で

ある。その上で発生した被害に対応するために、相談体制の強化・充実として、

様々な消費者側の事情があることを考慮しつつも、国民生活センター及び全国

の消費生活センター等のあっせん率の向上が重要である。 

これら意見の一致をみた取組について、国、地方公共団体、国民生活センタ

ー、全国の消費生活センター並びに民間の団体及び事業者が、相互に連携・協

力しつつ、積極的に前へ進めることが必要である。その結果、特定商取引法の

目的の達成に向け、着実に成果が創出され、その成果について検証が加えられ

ることが期待される。 

さらに、当専門調査会の審議過程においては、勧誘規制の強化に関して次の

ような議論があった。 

高齢者等の被害を未然に防止するなどの観点から、平成 20 年改正により導

入された再勧誘禁止制度（特商法第３条の２第２項）に加え、訪問販売・電話

勧誘販売の勧誘行為への法改正による規制強化を求めるなどの意見が示され

た。これに対し、その意見の根拠として示されたPIO-NET情報については、種々

の相談情報が客観的に整理しきれていない等の問題があるため、立法の必要性

を厳密に基礎付けるデータベースたり得ず、そもそもの立法の根拠が認められ

ないなどの意見が示され、PIO-NET 情報の信頼性・立法の根拠の有無を中心と

した議論が行われた。また、審議の過程において実施された関係団体からのヒ

アリングの結果、勧誘に関する規制強化に対し反対する意見が示された。また、
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中間整理に関する集中的な意見受付に寄せられた意見のうち、勧誘に関する規

制の論点に係る意見は、賛成545件、反対39,428件であった。 

これらの結果、当専門調査会においては、法改正による訪問販売・電話勧誘

販売の勧誘行為への規制強化及び「特定商取引に関する法律第３条の２等の運

用指針」の解釈見直しの必要性について、委員間で共通認識が形成されるには

至らなかった。 

これらの点については、将来において必要が生じた場合には、検討を行うこ

とが期待される。ただし、その際には、本専門調査会における議論内容、関係

団体からのヒアリング結果や、中間整理に関する集中的な意見受付に寄せられ

た意見等も十分踏まえることが必要である。 

 ［具体的な事項］ 

   悪質な事業者を市場から排除するためには法違反によって不当な利益を得る

ことができない状況を創出することが重要であり、法執行の強化によって十分

な抑止力が確保されることが必要である。本報告書では別途執行に関する提言

を行っているが、これらの措置が実現され、十分に活用されることが期待され

る。特に、意図的に法違反を行う悪質事業者等への対応においては消費者行政

部門と警察当局等との連携が必要不可欠であり、国・都道府県の各レベルにお

いて連携促進のための具体的な取組が進められることが期待される。 

特定商取引法上の自主規制団体である日本訪問販売協会並びに日本通信販売

協会その他の業界団体（以下単に「業界団体」という。）においては、関係機関

等との連携の下、努力義務である勧誘受諾意思確認の更なる励行を含め、現在

行われている会員企業の法令遵守（再勧誘の禁止の徹底等）に向けた取組や会

員企業の苦情対応等の活動を着実に進めることが期待され、会員企業に対する

苦情相談情報の共有等、行政機関と民間団体等の間の情報共有・連携を積極的

に進めることが必要である。また、業界団体が会員企業の質を維持しつつ会員

企業の増加に向けた取組を進めることが期待される。これらの自主的取組の成

果については、業界団体内部において、透明なプロセスの下、自主的にＰＤＣ

Ａサイクルを回すことを徹底することが期待される。 

また、業界団体の非会員企業を含めた事業者全体に対して、国民生活センタ

ー、全国の消費生活センターその他消費者団体などの相談現場での活動等にお

いて、法令遵守を徹底させる取組を進めることが期待される。 

   消費者トラブルが生じた際、消費者からの相談を実際に受け付けるのは全国

の消費生活センターや消費者行政部門であり、消費者トラブルの深刻化を未然

に防ぎ、被害を早期に発見・回復するため、地方公共団体において相談体制や

消費者行政体制の現状を見直した上で、必要な強化・充実を図ることが重要で

ある。国においてはそのような地方公共団体の取組に対して、財政や情報等の

面において必要な支援を行うことが期待される。国民生活センター及び全国の
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消費生活センター等においては、消費者の自主的解決能力の向上にも配慮しつ

つ、あっせん率の向上、相談後の解決状況に関するフォローアップの充実、聴

き取り強化等による相談の収集や情報提供の一層の充実を図ること、さらに、

PIO-NET上の相談情報の分析の精緻化も求められる。 

   また、悪質事業者からの働きかけ等への対応についての教育・啓発が十分に

できていないことが消費者被害に繋がっている場合もあるものと考えられる。

引き続き、消費者の心理も踏まえた上で消費者被害に遭わないための消費者教

育の推進が重要である。 

   高齢者被害への対策においては、消費者教育の推進で対応できないケースも

あることを踏まえ、特に被害の予防及び早期発見・深刻化の防止が重要であり、

そのためには消費者安全法の改正により導入される消費者安全確保地域協議

会（見守りネットワーク）の活用も含め、地域における関係機関・団体等の連

携促進のための取組が必要である。また、地域レベルの連携を促進するため、

国レベルにおいても連携強化に向けた取組が進められる必要がある。 

 

 

（３）クレジット契約・金銭借入れ・預貯金の引出しを勧める行為等 

［基本的な考え方］ 

   近年、契約代金の支払いのため事業者が消費者に金融機関から借入れをさせ

たり、クレジット契約を組ませたりする行為等が問題となっているが、これら

の行為のうち、悪質性が高いと認められるものについては、指示の対象として

位置付け、これに対して厳格に法の執行を行っていくべきである。 

 ［具体的な事項］ 

   事業者が消費者に支払いのために金融機関等に対して虚偽の申告を行うよう

に唆す行為については、主務省令を改正し、これを行政庁による指示の対象と

するべきである。 

   事業者が消費者を支払いのために金融機関等に連れて行く行為については、

通常の営業活動の一部として行われている行為があると考えられ、消費者の求

めに応じて同行する行為や、自力で移動することが難しい消費者を助けるため

に同行する行為等の不適切とはいえない行為を除外した上で、主務省令で指示

の対象と規定するべきである。 

   クレジット契約については、これまでも訪問販売等において一般的に支払い

手段として利用されてきたものでもあり、単にクレジット契約を勧める行為を

規制対象とすることは適切でないと考えられる。他方、金銭借入れ・預貯金の

引出しを勧める行為についても単に勧める行為のみをもって指示対象とする

ことは適切ではないが、勧める行為に加えて事業者からの消費者に対する積極

的な関与が認められる場合に対象を限定するなど、営業一般に与える影響を最
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小限度とする観点から、検討を行うべきである。 

 

２．個別取引分野に関する事項 
（１）訪問販売に関する事項 
  ア．アポイントメント・セールスにおける来訪要請手段 

［基本的な考え方］ 

事業者の手口の巧妙化や新たな情報通信サービスの普及等により、現行の

政令における来訪要請の範囲外においても消費者トラブルが生じている状

況に鑑み、アポイントメント・セールスにおける来訪要請手段の政令指定の

追加を行うべきである。 

  ［具体的な事項］ 

現在既にキャッチ・セールス及びアポイントメント・セールスとして政令

で指定されている方法によって営業所その他特定の場所に来訪させた消費

者に対して、対面で勧誘目的を告げずに再度来訪を要請し、当初の来訪要請

から不意打ち性が連続している状態で来訪した消費者に勧誘等を行う場合

については、現行法の適用が困難な事例へ対応する観点から、アポイントメ

ント・セールスの規制が及ぶようにすべきである。また、SNS・電子広告と

いった来訪要請手段に対する規制の可否については、販売目的を隠匿したま

ま呼び出して不意打ち的な勧誘を行う、といった勧誘に至るまでの不当な方

法と一体としてとらえることが重要である。その上で、正常な経済取引を阻

害することがないよう、規制すべき不当な方法を厳格にとらえつつ、来訪要

請手段については、取引に活用される通信手段の変化に応じて柔軟に対応す

べきである。これらを前提として、SNS・電子広告といった来訪要請手段に

ついても規制の対象となる来訪要請手段の外延を明確にしつつ規制が及ぶ

ようにすべきである。 

 

 

（２）通信販売に関する事項 
  ア．ファクシミリ広告への対応 

   ［基本的な考え方］ 

ファクシミリ広告については費用を含め消費者の負担感が大きいこと、 

消費者がファクシミリ広告を送信してくる事業者に停止を求める連絡を行

うことを躊躇してしまう状況があることから、消費者の事前の承諾・請求を

得ることなく、事業者が一方的に送信するファクシミリ広告に対して一定の

規制を導入するべきである。 

一方、事業者による既存顧客に対するファクシミリを用いた連絡等につい

ては特段の問題はないと考えられることから、これについてまで規制が及ぶ
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ことのないよう制度設計が行われるべきである。 

 ［具体的な事項］ 

消費者の事前の承諾等を得ることなく、事業者が一方的にファクシミリ 

広告を送信する行為について、行政庁による行政処分の対象として位置付け

ることが適当である。 

他方、事前に承諾等をしていた消費者に対するファクシミリ広告や既存顧

客等に対するファクシミリを用いた連絡は今回の規制の新設によって制限

されるべきではなく、適用除外等の措置が講じられることが適当であり、ど

のような行為が規制の対象となり、どのような行為が規制の対象とならない

のか、分りやすい形で示していくことが望まれる。 

 

イ．虚偽・誇大広告に関する取消権 

虚偽・誇大広告に関する取消権の付与については、虚偽広告によって消費

者が誤認した場合のみに対象を限ることや、訪問販売における取消しに関す

る規定（特定商取引法第９条の３・第６条）を踏まえた要件等が提案された

が、議論の結果、全体としては意見の一致をみなかった。特定商取引法に基

づく表示義務の徹底や、虚偽・誇大広告に対する厳格な執行を行いつつ、平

成26年に改正が行われた不当景品類及び不当表示防止法（昭和37年法律第

134 号）の執行・運用状況や消費者契約法の適用の状況等も踏まえながら、

必要に応じて、検討が行われることが期待される。 

 

ウ．通信販売事業者の表示義務 

通信販売事業者に義務付けられる表示事項の追加については、 通信販売 

事業者に対して規制を課すことの必要性、その実効性やコスト負担等に関す

る意見が示され、 委員間で意見の一致をみずに現在に至っている。なお、経

済産業省産業構造審議会商務流通情報分科会割賦販売小委員会報告書（平成

27年７月３日）を踏まえ、現在、経済産業省において、割賦販売法の見直し

に向けて所要の検討が行われているところ、同法の改正の進捗を踏まえた後、

必要に応じて、検討が行われるべきである。 

 

エ．インターネットモール事業者の取扱い 

いわゆるインターネットモール事業者においては補償サービス等の自主 

的な取組が行われているところ、現在の消費者トラブルの状況や自主的な取

組の状況等に鑑みて、直ちにインターネットモール事業者に対して特定商取

引法上の特別な義務を課す必要はないと思われる。今後、自主的な取組の成

果やトラブルの推移等を見ながら、必要に応じて、別途検討を行うことが期

待される。 
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（３）電話勧誘販売に関する事項 
  ア．過量販売解除権の導入 

［基本的な考え方］ 

平成 20 年改正において、訪問販売においていわゆる過量販売解除権が  

導入されたが、近年、電話勧誘販売においても過量販売と評価され得る消費

者トラブルが増えてきている。 

過量販売解除権の導入については、訪問販売においてトラブル予防に  

一定の効果があったものと評価することができ、電話勧誘販売においても訪

問販売と同様に過量販売解除権の導入が行われるべきである。 

   ［具体的な事項］ 

電話勧誘販売においていわゆる過量販売に該当する取引が行われた場合

に、消費者による解除を可能とするよう、解除権の導入を行うべきである。 

他方、取引の安全にも配慮する必要があることから、訪問販売と同様、消

費者がそれを必要とする特別な事情があった場合や事業者が消費者の累積

の商品購入状況を知らなかった場合等には解除を行うことができないよう

にするべきである。 

「通常必要とされる分量を著しく超える」か否かの判断は個々の事例毎に

行われることとなるが、事業者に対して萎縮効果が働くことがないよう、消

費者、事業者等の意見も聞きながら、関係法令の動向も踏まえ、関係行政機

関等によって判断基準に関するガイドラインが整備されることが望まれる。 

また、上記の解除権の導入に併せて、販売業者等が過量販売に該当する取

引の勧誘を行った場合の主務大臣による行政処分の新設等、関連する規定に

ついても整備が行われるべきである。 

 

 

（４）特定継続的役務提供に関する事項 
  ア．美容医療契約への対応 

  ［基本的な考え方］ 

美容医療契約に関しては、近年、不適切な勧誘や解約等に関する消費者ト

ラブルが増加しているところ、一定期間以上の期間にわたり継続的に提供さ

れるものについては、これを特定継続的役務と位置付けるべきである。 

   ［具体的な事項］ 

特定商取引法施行令を改正して、美容医療契約を特定継続的役務と位置付

けることが必要である。その際、対象となる具体的な施術の範囲については、

「美容の向上を主たる目的として行う医療行為」を規制対象として、具体的

に対象となる役務については列挙していくという基本的な方向性のもとに、

「契約の解除によって通常生ずる損害の額」等と併せ、関係する事業者等の
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意見を聞きつつ、更なる検討が行われることが必要である。 

また、改正の広報に当たっては、美容医療の施術と、既に特定継続的役務

として位置付けられているエステティック等との区別に留意して行われる

ことが望ましい。 

なお、一回限りの施術については、特定商取引法の特定継続的役務とはな

らないが、これについても適切な規律が行われるよう、政府や関係団体等に

おいて必要な取組が行われることが期待される。 

 

 

（５）訪問購入に関する事項 
  ア．「交換」への対応 

  ［基本的な考え方］ 

訪問購入において「交換」と主張されている取引について、その具体的   

な内容を見てみると、売買契約の成立を認めた上で支払手段の選択の問題又

は代物弁済の問題と評価できるものが相当程度存在しており、これについて

は解釈の変更・明確化によって対応するべきである。 

   ［具体的な事項］ 

事業者が一方的に「交換」と主張するような場合であっても、売買契約が

成立した後、その支払手段として金券が用いられた場合や当事者間が代物弁

済に合意したと評価できるような場合については、訪問購入の規律が及ぶと

考えることが適当である。主務官庁において、消費者相談等の現場において

混乱が生じないよう、このような訪問購入の成立に関する解釈について、通

達やコンメンタール等において明らかにし、必要な周知を行うべきである。 

なお、いわゆる物々交換のような事例について、現状ではそれほど相談事

例が存在しておらず、立法的な措置を講ずる必要はないと考えられるが、引

き続き、苦情相談の状況等を注視していくことが必要である。また、脱法的

に物々交換のような形態を採っているに過ぎないものについては厳格な対

応が必要である。 

 

 

３．執行に関する事項 
（１）行政処分の強化 
［基本的な考え方］ 

   現在、国及び都道府県においては、特定商取引法に基づく行政処分が積極的

に行われているものの、現行の制度は容易に潜脱を可能としてしまう問題点を

抱えている。行政処分の本来の効果がきちんと働くようにするため、制度的な

措置を早急に実施することが必要である。 
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   他方、新たな制度の導入のみによって、悪質事業者による潜脱の試みを完全

に防止できると期待することは難しい。警察当局との連携も含め、潜脱を許さ

ない運用上の工夫を絶えず行うことが必要である。 

   なお、事前参入規制の導入については、本専門調査会では意見の一致をみる

に至らなかった。 

 ［具体的な事項］ 

   業務停止命令を受けた事業者の役員等が新たに別の法人で同種の事業を行う

こと等が禁止されるよう必要な法律上の措置を講じることが望まれる。また、

これとあわせて、運用面においても実効的に対処することができるように、事

業者に対して役員等の他の法人の役員等との兼任状況の報告を命ずるなどの

工夫が必要である。 

   現在、業務停止命令の期間は最長で１年となっているところ、法違反を繰り

返す悪質事業者については、より長期間市場から排除することができるように

するなど法的措置が講ぜられることが期待される。 

   都道府県知事による行政処分の効力を都道府県の区域を越えて及ぼすことの

可否については、消費者被害を効率的に防止するために国のみならず都道府県

のリソースを積極的に活用することが重要であるとの観点や、効果的な行政処

分を実施するため、処分のために必要な情報を質・量ともに広域から収集・分

析し、それを実行するための体制も充実させることが必要であるとの観点、ま

た、法執行上の解釈等について均一化を図り、事業者、消費者にとっての予測

可能性を確保することが必要であるとの観点などを踏まえ、さらに検討を進め

る必要がある。 

 

 

（２）報告徴収・立入検査等の強化 
［基本的な考え方］ 

   事前参入規制が存在しない特定商取引法においては、事業者からの報告徴収

や立入検査等で得られた情報が行政庁における法執行に重要な役割を果たし

ている。悪質事業者に対する行政庁の対応力を高めるために、虚偽報告や検査

忌避等に対する抑止力の強化を図るとともに、複雑化・巧妙化する違反事業者

の活動実態を適切に把握することができるようにするため、立入検査の対象者

の拡大も含めて、行政調査に関する権限の強化が必要である。 

 ［具体的な事項］ 

   虚偽報告や検査忌避等に対する抑止力を高める観点から、これらに対する罰

則の引上げを検討するべきである。また、行政庁としても適切な対応を行うこ

とができるよう、虚偽報告や検査忌避等が行われた場合であって、消費者利益

の保護等のために必要があると認められる場合には虚偽報告や検査忌避等が
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行われたことを理由として行政処分を行うことができるよう、主務省令におい

て必要な措置がなされるべきである。 

   また、現在政令で列挙される者以外の関係を有する事業者等が、実際には違

反事業者の業務運営に深く関与・主導し、経営方針の決定等にも関与・差配し

ているような例にも対応するため、立入検査の対象となる「密接関係者」の範

囲を広げるため必要な政令改正が行われるべきであり、また、立入検査におい

て関係者に対して質問することができるようにすること等も必要である。 

 

 

（３）その他 
［基本的な考え方］ 

   インターネットの普及や悪質事業者の手口の複雑化・巧妙化に対応して、行

政処分を適切かつ実効的に行うことができるよう、必要な制度的措置を講ずる

ことが必要である。 

   また、特に平成20年改正による指定商品・指定役務制廃止によって特定商取

引法の規制対象となる取引が拡大したこと等により、法の執行に当たって関係

する行政機関や民間企業等の協力が必要不可欠となっている。これらの者との

密接な連携の下、法の執行が行われる必要がある。 

   特定商取引法違反に対する刑事罰について、十分な抑止力が確保されるよう、

他の法令の水準も踏まえつつ、引上げに向けた検討が行われるべきである。 

 ［具体的な事項］ 

   違反事業者の所在地が不明な場合においても、適切に行政処分を行うことが

できるよう、公示送達による行政処分に関する規定を特定商取引法に整備する

ことが必要である。 

   違反事業者のウェブサイトに関する行政庁からプロバイダに対する削除要請

について、今後、政府において、関連事業者等の意見も聞きつつ検討が行われ

るべきである。 

   いわゆるレンタル・オフィス、ヴァーチャル・オフィス等のサービスを提供

する事業者には、犯罪による収益の移転防止に関する法律（平成 19 年法律第

22号）に基づき、取引時の本人確認等の義務が課されている。これらの義務が

確実に果たされるよう、適切な監督が行われることが期待される。 

   特定商取引法違反に対する罰則について、適切な抑止力が働く水準となるよ

う、法人に対する重課等、他法の例も踏まえつつ、政府において必要な検討

を行うべきである。  
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おわりに 
  

この報告書の提言内容は、本専門調査会における約 10 ヶ月間にわたる真摯な議

論を取りまとめたものであり、政府においては本報告書で提言された事項について、

専門的、法技術的な見地から更なる検討を行い、その実現に向け最大限の努力を行

うよう期待したい。 

また、政府の検討においては、別途検討が行われている消費者契約法の見直しの

成果も踏まえて適切な対応を講じられることを期待したい。 

 本報告書の提言内容には新たな規制の導入となるものも含まれており、政府にお

いては、新たな制度の施行に当たっては十分な時間的余裕を取って事業者あるいは

消費生活相談の現場等に対して周知・説明を行うとともに、運用に当たっても、購

入者等の利益の保護及び特定商取引の適正化の観点から、健全な事業活動に対して

過度な負担とならないよう配慮しながら、適切に特定商取引から生じる被害を防ぐ

ことが必要である。また、既存の制度に加え、新たな制度については、周知徹底を

行なうなど、官民で連携して実効性を確保する取組が望まれる。 

 「はじめに」でも述べたとおり、本専門調査会においては、法改正による対応が

必要な事項等を中心に調査審議を行ってきた。政省令事項のうち、十分な検討が行

われていないものについては、引き続き関係事業者等の意見も聞きつつ、適切な検

討が行われることが必要である。 

 

以 上 

 



（参考資料１） 



 （参考資料２） 







 
 

審 議 経 過 

 

開催日 議事内容 

第１回 平成27年３月５日 

 

○特定商取引法を取り巻く環境変化等 

○今後の検討課題等に関する意見交換 

第２回 平成27年３月27日 

 

○今後検討を行うべき論点等について 

○権利に関する問題についての検討 

第３回 平成27年４月17日 

 

○権利に関する問題についての検討（２） 

○美容医療契約に関する問題についての検討 

第４回 平成27年４月28日 

 

○訪問販売・電話勧誘販売等の勧誘に関する問題に

ついての検討（１） 

第５回 平成27年５月27日 ○執行上の課題に関する検討 

第６回 平成27年６月10日 

 

○訪問販売・電話勧誘販売等の勧誘に関する問題に

ついての検討（２） 

第７回 平成27年６月24日 ○通信販売（インターネット通販等）に関する問題に

ついての検討 

○アポイントメントセールス等に関する問題について

の検討 

第８回 平成27年７月22日 ○訪問販売・電話勧誘販売等の勧誘に関する問題に

ついての検討（３） 

第９回 平成27年７月31日 ○その他の個別論点に関する検討 

○販売事業者等によるクレジット・金銭借入・預金引き

出しの勧誘に関する問題についての検討 

○中間取りまとめに向けた検討（１） 

第10回 平成27年８月18日 ○中間取りまとめに向けた検討（２） 

第11回 平成27年８月25日 ○中間取りまとめに向けた検討（３） 

  

テキストボックス
 （参考資料３）




 
 

第12回 平成27年10月 26日 ○集中的な意見受付の結果概要の報告 

○今後の検討の進め方 

第13回 平成27年11月６日 ○美容医療契約の取扱いについての検討 

第14回 平成27年11月 16日 ○訪問販売、電話勧誘販売における勧誘についての

検討 

○事前参入規制等についての検討 

第15回 平成27年12月２日 ○訪問販売、電話勧誘販売における勧誘についての

検討 

第16回 平成27年12月９日 ○販売事業者等によるクレジット、金銭借入、預金引き

出しを勧める行為等に関する規制について 

○アポイントメントセールスにおける来訪要請方法に

ついて 

○虚偽、誇大広告に関する取消権について 

第17回 平成27年12月 14日 ○取りまとめに向けた検討（１） 

第18回 平成27年12月 24日 ○取りまとめに向けた検討（２） 

  



 
 

 

委 員 名 簿 

 

（座長） 後藤 巻則 早稲田大学大学院法務研究科教授 

（座長代理） 村 千鶴子 東京経済大学現代法学部教授 

 阿部 泰久 一般社団法人日本経済団体連合会常務理事 

 
有山 雅子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント 

・相談員協会理事 

 池本 誠司 弁護士 

 沖野 眞已 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 河野 康子 一般社団法人全国消費者団体連絡会事務局長（共同代表） 

 佐々木 迅 公益社団法人日本通信販売協会会長 

 鈴木 弘樹 公益社団法人日本訪問販売協会会長 

 高芝 利仁 弁護士 

 杤原 克彦 日本商工会議所理事 

 野坂 雅一 株式会社読売新聞東京本社調査研究本部総務 

 花井 泰子 特定非営利活動法人消費者被害防止ネットワーク東海理事 

 増田 悦子 公益社団法人全国消費生活相談員協会専務理事 

 山本 明 東京都生活文化局消費生活部長 

      以上１５名（敬称略） 

 

※ なお、経済産業省、国民生活センター、厚生労働省（第３回会議及び第13回会議） 

及びカライスコス・アントニオス関西大学法学部准教授（第６回会議のみ）がオブザ

ーバーとして出席したほか、第１回～第11回の専門調査会においては消費者委員会の

石戸谷豊委員長代理、橋本智子委員、山本隆司委員が、第12回～第18回の専門調査会

においては消費者委員会の中原茂樹委員、樋口一清委員がオブザーバーとして出席し

た。 

 

テキストボックス
 （参考資料４）



	20160107_ts_toshin_betu1
	20160107_ts_toshin_betu2

